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Ａ．研究目的 

わが国は過去 70年近く、輸入発症例など一部例

外を除き狂犬病患者の国内発症は無い。ヒトにお

ける狂犬病対策は現状では、主に海外渡航に際し

ての曝露前ワクチン接種と、海外狂犬病流行国で

の動物咬傷受傷者に対する帰国後曝露後ワクチン

接種が医療機関での主たる対応がその主たるもの

である。令和元（2019）年末で国産ヒト用狂犬病

ワクチン（KMバイオロジクス社）の生産は終了し、

同年 7 月からは新たに国内承認された海外製ワク

チン（GSK 社ラビピュール筋注用）の国内での流通

が始まり、ワクチン接種のスケジュールも国際標

準に則ったレジメが採用された。しかし現時点で

需給に見合う輸入量が安定的に確保できるのか。

さらに万一国内で狂犬病の再興が見られた時に、

対応できるヒト用ワクチンの備蓄対応や重症曝露

に対する抗狂犬病グロブリン製剤の確保など臨床

現場で遭遇する可能性に対する対応は定まってい

ない。 

そこで本年度の研究では、令和元年～3年度の

研究班研究に引き続き、狂犬病流行地など海外渡

航者向けの対応のみならず、国内実臨床の現場で

狂犬病患者を診断する可能性が高い医師・看護師

など医療従事者への意識づけのための方策と発生

時対応も必要であり、医療従事者における狂犬病

ワクチン接種のリスク分析も必要であり、以下の

検討課題を挙げる。 

1． 海外で狂犬病に感染するリスクを評価し、渡

航者の背景別、渡航国・地域別、職業別、曝

露別のリスクを検討する。 

2． 輸入狂犬病患者に接する医療従事者向けの対

応（特に曝露後対応）ガイドラインを策定す

る。 

3． 国内のワクチン供給体制に関して、抗狂犬病

グロブリン製剤の必要性も含め継続調査す

る。国内人用ワクチンメーカーと人用ワクチ

ンの国内製造・流通に関する問題点に関し意

見交換を行い、課題を明確化する。 

この中で、2020 年には 14 年ぶりとなる輸入狂

犬病患者が国内で報告され、関係者（医療従事者

や家族）への曝露後感染予防対策の必要性が改め

て浮き彫りとなった。国内医療機関で帰国後発症

狂犬病患者に対応した医療従事者や家族が狂犬病

ウイルスの曝露を受けるリスクはゼロとはいえず、

特に診断確定前に医療従事者は曝露のリスクにさ

らされる可能性がある。曝露の可能性のある医療

従事者に対して必要に応じたワクチン量の確保と

共に、曝露した医療従事者に対する適切な曝露評

価リスクを構築することは重要で、これにより関

係者に対する発症予防が可能となる。 

研究要旨： 

わが国の人における狂犬病対策の課題の抽出とその対応策の検討を主題とし、邦人における狂犬

病対策の現状と問題点の抽出とその対策の検討を目的とした。これまでは狂犬病流行地など海外渡

航者向けの対応に主な注目が向けられていたが、国内実臨床の現場で狂犬病患者を診断する可能性

もあり得ることから、対応にあたる医療従事者への意識づけのための方策と発生時対応も必要であ

り、彼らに対する狂犬病ワクチン接種のためのリスク分析と対策が求められた。今後、新型コロナ

ウイルス感染症（COVID-19）が沈静化・収束し海外渡航・往来再開を見据えて、新たに国内での輸入

狂犬病に対する医療従事者向けガイドライン策定に向けた検討を行うこととし、海外渡航・帰国後

医療のための（曝露前、曝露後ワクチン）に必要な種々のエビデンス形成を目的とした。 

さらに海外で狂犬病に感染するリスクを評価し、渡航者の背景別、渡航国・地域別、職業別、曝

露別のリスクを検討した。また国内のワクチン供給体制に関して、抗狂犬病グロブリン製剤の必要

性も含め継続調査を行い、国内人用ワクチンメーカーと人用ワクチンの国内製造再開に関する問題

点に関し意見交換を行い、課題を明確化した。 
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狂犬病は致死的な疾患であるため、患者をケア

した医療従事者が不安をかかえることが多い。こ

のため、医療従事者に対するカウンセリングも必

要である。曝露リスク評価を行い、迅速かつ適切

に曝露した医療従事者をリストアップし、曝露後

予防とカウンセリングを行うことも重要と考えら

れる。 

今後、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

が沈静化・収束しウィズコロナ、ポストコロナに

おける海外渡航・往来再開を見据えて、新たに国

内での輸入狂犬病に対する医療従事者向けガイド

ライン策定に向けた検討を行うこととし、海外渡

航・帰国後医療のための（曝露前、曝露後ワクチ

ン）に必要な種々のエビデンス形成を目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

わが国の人における狂犬病対策の課題の抽出

とその対応策の検討を主題とし、邦人における狂

犬病対策の現状と問題点の抽出とその対策を進め

る。 

（1）狂犬病侵淫国の海外からの帰国者に対して曝

露後狂犬病予防治療にあたっている国内医療機関、

なかでも日本渡航医学会の全面的な協力を得て、

昨年度に引き続き海外動物咬傷事故症例と曝露後

治療の実態を調査する。COVID-19の影響により海

外渡航者は激減したが、今後の再増加も見据えた

調査連携体制を日本渡航医学会と共に構築する。 

（2）国内ヒト用狂犬病ワクチンの供給メーカーの

協力を得て、国内におけるワクチン供給体制の調

査（グラクソスミスクライン社）、更に国内未承認

狂犬病ワクチンの輸入実態を医薬品輸入業者３社

からの聞き取り調査も引き続き行い、現在日本国

内に流通している狂犬病ワクチンの総数（概数）

を調査する。またセーフティーガードとしての狂

犬病ワクチンの国内での生産・供給の必要性と生

産可能性について、国内メーカーと討議を行う。 

（3）2020年には 14年ぶりとなる輸入狂犬病患

者の医療に携わった医療関係者へインタビューを

行い、患者対応の初動、診断確定に至るまでの経

緯、患者からの感染曝露の可能性の有無などを含

めた、PEP対応の把握と洗い出しのための狂犬病

の曝露リスク評価（案）の作成を計画し、将来的

に国内医療者向けの狂犬病感染予防ガイドライン

作成に向けた基礎資料とする。 

 

（倫理面への配慮） 

倫理委員会（大分大学 承認番号 1923）の承

認を得ている。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 米国 CDC の RE. Henry1)らによる報告では、流

行地渡航者の狂犬病動物からの咬傷曝露のリス

クを、①狂犬病動物の常在性、②ワクチンや RIG

など医療資源へのアクセスの容易さ、③その国・

地域でのサーベイランスの充実度により、世界

240 の国・地域をリスク分けし、I:中～高リスク

で曝露後治療(PEP)が限られる地域、II:中～高リ

スクでも PEP へのアクセスの可能な地域、III:低

リスクで PEP へのアクセスの可能な地域という

地域別リスク分類を提唱した。渡航者はこれによ

りきめ細やかで明確な渡航前指導とワクチン接

種の推奨を受けることが期待される。わが国の海

外渡航者向けに、一般的な邦人旅行者、リスク行

動が懸念される邦人旅行者、さらに上記の渡航地

域別のリスクなども評価軸に加えた研究班独自

のリスク分類を作成し、提案することも必要であ

り、次年度に向けた課題とする。 

2. 2020年国内で 14年ぶりに発生したヒト狂犬病

輸入感染例について、実際に対応した医療関係者

（医師、感染制御看護師）への聴取を行った（質

問項目：図 1）。その結果、今後の国内狂犬病患者

発生時における医療対応上のいくつかの現実的

な問題点が明らかになり、これを基に本研究班で

の目的の一つである「医療者向け狂犬病感染予防

ガイドライン」を立案するための基礎材料として、

まず「医療従事者向け狂犬病患者対応マニュアル

を作成し、その中で医療従事者の狂犬病ウイルス

への接触とそれに伴う感染リスクを推し量るた

めに、「狂犬病曝露リスク評価フォーム」（図 2-

1）」「狂犬病曝露対応フォローチャート」（図 2-2）

を作成した。今後これらを HP などに公開し、医

療者向けに周知を図る。 

3. 国内のワクチン供給体制に関しての継続調査

では、昨年までの調査では国内に約 30 万ドーズ

の人用狂犬病ワクチンの国内在庫・流通があると

報告したが、COVID-19 のため実際の輸入本数は

それ以下であり、2021 年では国内承認、未承認を

含め約 58,000 ドーズであった。一方 RIG には関

して国内在庫はほぼゼロと考えられる、しかし医

薬品輸入業者を介することで医療機関での輸入・

入手は可能であることが判明した。 

4. 第 63回日本熱帯医学会、第 26回日本渡航医学

会合同大会（2022年 10月 8-9日、大分県別府市、

大会長西園晃）にて、大会長企画シンポジウム「熱

帯医学における One Health」（座長：前田健、西

園晃）にて、「国内の狂犬病対策について」（演者 

前田健）と題して、本研究班の活動内容を紹介し、

参加者と共に討議を行った。 

5. 第 92回日本感染症学会西日本地方会学術集会

シンポジウム「グローバル感染症～海外渡航の再

開に向けて～」（2022 年 11 月 3-5 日長崎市）に

て「ポストコロナのトラベルクリニックにおける
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狂犬病予防」と題して、ポストコロナの我が国の

狂犬病対策の在り方について発表し参加者と討

議を行った。 

 

Ｄ．考察 

狂犬病については、我が国では 70 年近く国内

での発生事例がないが、これは昭和 25年に施行さ

れた狂犬病予防法によるところが大きい。国内に

おけるヒトへの狂犬病対策は、そのほとんどが海

外での咬傷曝露に引き続く曝露後ワクチン接種

（PEP）と海外渡航前の高リスク者への予防ワクチ

ン接種（PrEP）に限られる。それは、狂犬病予防

法での国内での清浄化が維持されているためであ

る。 

今後国内に狂犬病動物が流入・常在化し、わが

国がもはや狂犬病清浄国ではないと国際機関から

判定された場合には、ヒトへの狂犬病対策として、

他の狂犬病常在国と同様の対応（咬傷曝露者へ

PEPの順守）を進めるべきである。この場合はワク

チンの安定供給と共に、抗狂犬病グロブリン製剤

の国内備蓄などの措置も必要になろう。 

一方、グローバル化による国際間での人流が、

狂犬病予防法制定当時とは大きく異なっている現

在では、今後の日本の狂犬病対策のあり方を再考

する必要もある。我が国が現在と同じく狂犬病清

浄国であり続け、これまで通り人とくに邦人に対

する海外狂犬病流行地での動物（特にイヌ）に対

する対策としては、海外渡航の際のリスク管理と

しての PrEP のみならず、輸入（帰国後）狂犬病患

者からの感染リスクなども想定して、それを取り

巻く家族や医療従事者に対する狂犬病対策を提言

することが重要となる。 

いわゆるウィズコロナ、ポストコロナの時代に、

国際間での交流・渡航が再開されれば、動物曝露

を受けた入国者の再度の増加と狂犬病患者の流入

の懸念、必要に見合ったワクチン等の供給など引

き続き注視しておく必要があり、国内のワクチン

供給体制に関しての継続調査によれば、昨年まで

の調査では国内に約 30 万ドーズの人用狂犬病ワ

クチンの国内在庫・流通があるとこれまでに報告

したが、COVID-19 のため実際の輸入本数はそれ以

下であり、2021 年では国内承認、未承認を含め約

58,000 ドーズであり、少なくとも緊急対応に足る

量のワクチンの国内備蓄は確保されていると考え

られた。 

「狂犬病ガイドライン 2013」2)―日本国内にお

いて狂犬病を発生した犬が認められた場合の危機

管理対応（狂犬病ガイドライン 2001追補版）―

では、主に PEPの適用の判断に主眼が置かれてい

たが、これまで注目されてこなかった輸入狂犬病

患者の対応にあたる医療関係者などへの曝露対応

と PEP に関する国内での知見や対応に関しては、

詳細な記載は無く、この点に焦点を当てた検討を

行った。その結果、狂犬病患者の治療に対応した

医療従事者に対する米国とわが国の事例での

HCWs に対する PEPに関した文献調査 3)では、曝露

した可能性のある医療従事者に対する曝露後予防

はほぼ適切に行われてはいたが、今後も国内にお

いても同様な事例が発生する可能性も考慮し、患

者家族や医療現場における狂犬病曝露のリスクア

セスメント策定を進める必要があると考えられ

た。 
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Ｅ．結論 
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